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日本の温室効果ガス排出量
削減目標

◎短期目標

京都議定書の公約

２０１０年 ６％削減

（１９９０年基準年比）

◎長期目標

２０５０年に世界の温室効果ガス半減

（現状比）
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経済成長と排出量の関係

◎２００５年の実質経済成長率（１９９０年比）

約１５％上昇

◎２００５年の温室効果ガス排出量の増加率
（同）

約７．８％増

日本の場合１％の経済成長のために約０、５％
の温室効果ガスが排出される経済構造。
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日本の温室効果ガス排出量
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京都議定書約束期間経済状況

政府中期経済見通し（実質、年度）

２００８ ２．１％

０９ ２．２

１０ ２．４

１１ ２．５

１２ ２．０（筆者推定）

◎温室効果ガスの増加率は、１％程度上昇する
可能性が大
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京都議定書目標達成計画
（２００５年４月２８日閣議決定）

内容

◎産業界の自主行動計画

（経団連、経済産業省）

◎チーム・マイナス６％運動

◎１人１日１ｋｇのＣＯ２削減運動

◎その他
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政府の強力なリーダーシップが必要

企業、国民の自主的な取り組みだけでは限界で、低
炭素社会へ向けた政府の強力な決意表明が必要

◎ 環境税（炭素税）

◎ 省エネ、新エネ促進のインセンティブ税制

◎ キャップ・アンド・トレード（排出権取引）

◎ 補助金

などの経済的手法の導入が急務
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将来人口推計（２００６年１２月）
国立社会保障・人口問題研究所推計

２００４年 １億２７８４万人

２００５年 １億２７７７万人

推計人口

２０３０年 １億１５２２万人（▼約１２５５万人）

２０５０年 ９５１５万人（▼約３２６２万人）

カッコは２００５年比人口減少数）
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日本の人口の変化

年

人口（万人）
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1900(明治33)年
4,385万人

2004(平成16)年
1億2,784万人

2030年
1億1,522万人

2050年
9,515万人

2100年
6,414万人

1867(明治元)年
3400万人
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経済成長率と人口増加率の関係

経済成長率（ＧＤＰ成長率）

＝

一人当たりＧＤＰの増加率

＋

人口増加率
10



経済成長率見通し（２０５０年）
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1人当たり実質GDPの展望
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人口と実質成長率が低下する中で、１人当たりGDPの水準
を維持することがこれからの課題。
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２０３０年までは「日本２１
世紀ビジョン」（内閣府）
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２０５０年の温室効果ガス削減目標
７０％削減

排出量

１９９０年（基準年）１２億６１００万t・・・①

２０５０年に９０年比７０％削減するためには

２０５０年 ３億７８００万ｔ・・・②

差し引き（①－②）８億８３００万ｔ・・・③
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わが国の温室効果ガス排出量削減目標
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京都議定書目標

６％削減

１１億８６００万トン

年
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７０％削減のシナリオ（１）

８億８３００万トンの削減

人口減少の効果

２０５０年の人口は、約９５００万人（現在より約３３００万人減
少）

２００５年の日本人１人当たり温室効果ガスの排出量約１０トン

人口減少によって、

２０５０年の温室効果ガスの排出量は

約３億３０００万トン削減（目標の３７％減）
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７０％削減のシナリオ（２）
８億８３００万トンの削減

残りの５億５３００万トンの削減策

（８億８３００万トンー３億３０００万トン）

省エネ・新エネ・制度・ライフスタイルの転換

などにより、一人当たり排出量を現在の１０トンか
ら４トンへ削減。これにより

５億７０００万トン削減（＝９５００万人×６トン）
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低炭素社会に向けたシナリオ国際比較
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日本の近代化の特徴は？

成長信仰

経済成長率を高めることがす
べての矛盾を解決する！

一人当たりＧＤＰの伸び率と人口増加率の
上昇を両軸にして経済成長率を高め、経済
規模を拡大させてきた
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価値観の転換

ＧＤＰ目標から

豊かさ目標へ

（一人当たりＧＤＰ）

高度成長は環境破壊型
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生活の豊かさを維持・向上させる
方法は？

労働生産性の向上⇒技術革新

環境技術のイノベーション

省エネ・省資源、脱化石燃料、再生可
能なエネルギー利用技術、再生資源活
用、生態系保全、社会システムなど。
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環境規制は企業の競争力を強化さ
せる（ポーター仮説）？

日本版マスキー法を克服した日
本の自動車メーカーの躍進

トップランナー方式で、デジ
タル家電の競争力は強まった
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２０５０年の世界全体半減は困難

世界全体で２０５０年に温室効果ガス半減はかなり
厳しい。その理由は、

① ２０５０年の世界人口９０億人突破（現在６７億
人、約３４％増）

② 中国、インドなどＢＲＩＣＳの登場で、世界の経
済成長率３％前後維持

③それに伴って、温室効果ガスも増加基調を続け
る可能性大
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「世界で半減」にリーダーシップ

日本が「世界で半減」に指導力を発揮するために、

① 京都議定書の公約実現

② ２０５０年７０％削減を公約

③排出量の大きい米国、中国、インドなどの参加

④企業は、炭素税や排出権取引を新たなビジネス
チャンスと受け止める

⑤国民は省エネ型ライフスタイルの定着図る
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今、日本に求められていることは
何ですか

人口減少と低成長社会を基調と
した低炭素社会の明確なビジョ
ンの提示
世界はいぜん人口増加と高い成長の実現を目指

しているが、これでは温暖化による危機を回避で
きない。人口増加の抑制と化石燃料依存型の高い

成長路線に警鐘をならすべきである。
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